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2024年1月24日

資料３－２



①導入等計画書の届出特定社会基盤
事業者 事業所管大臣 関係行政機関

内閣総理大臣
③必要に応じ協議

④意見

供給・委託先
（ベンダー等）

②審査（30日間（延長・短縮あり））

⑤勧告（命令）

制度のスキーム

⓪設備導入の契約等

⑴ 対象事業…法律で次の14分野を外縁として規定。それぞれの分野について、必要な範囲に細分化し政令で絞り込み。

⑵ 対象事業者（特定社会基盤事業者）…絞り込んだ事業ごとに、事業所管大臣が、省令で基準を作成し、該当する者を指定・告示。

1.電気 2.ガス 3.石油 4.水道 5.鉄道
6.貨物自動車運送 7.外航貨物 8.航空 9.空港 10.電気通信

11.放送 12.郵便 13.金融 14.クレジットカード

基幹インフラの安定的な提供の確保に関する制度の概要

基幹インフラの重要設備が役務の安定的な提供を妨害する行為の手段として使用されることを防止するため、
国が一定の基準のもと、基幹インフラ事業（特定社会基盤事業）・事業者（特定社会基盤事業者）を
指定し、国が指定した重要設備（特定重要設備）の導入・維持管理等の委託をしようとする際には、事
前に国に届出を行い、審査を受ける制度を構築。令和５年11月に法を施行し、令和６年５月17日から
制度運用開始。

国は、届け出られた計画書に係る特定重要設備が妨害行為の手段として使用されるおそれが大きいと認める
ときは、当該計画書を届け出た者に対し、妨害行為を防止するため必要な措置を講じた上で重要設備の導
入等を行うこと等を勧告（命令）できる。
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特定社会基盤役務の安定的な提供の確保に関する制度における規制対象の考え方

特定社会基盤事業は、法第50条第１項各号に掲げる事業の中から、特定社会基盤役務（「①国民生活又は経済活動が依存している役務で
あって、その利用を欠くことにより、広範囲又は大規模な社会混乱を生ずるなどの経済・社会秩序の平穏を損なう事態が生じ得るもの」又は②「国
民の生存に不可欠な役務であって、その代替が困難であるもの」）の提供を行うものを政令で定める。
特定社会基盤事業者の指定基準は、①事業規模又は②代替可能性のいずれか又はその両方を考慮し、事業ごとの実態を踏まえて定める。
特定社会基盤事業者の指定は、①適正な競争関係を不当に阻害することがないように配慮すること、②中小規模の事業者の指定についてはより慎
重に検討を行うことに留意して行うこととする。

基本指針における記載
特定社会基盤事業・特定社会基盤事業者の指定に関する考え方

特定重要設備は、例えば「その機能が停止又は低下すると、役務の提供ができない事態を生じ得る設備」、「その機能が停止又は低下すると、役
務の提供は停止しないが、役務が備えるべき品質・機能等が喪失又は低下した状態を生じ得る設備」、「その機能が停止又は低下すると、役務の
提供を直接阻害するものではないが、安定的な提供の継続を阻害し得る設備」を特定社会基盤事業の実態等を踏まえて考慮し、定める。
重要維持管理等は、特定重要設備の実態を踏まえ、必要な範囲に限って定める。
特定重要設備及び重要維持管理等を定める省令の立案に当たっては、①適正な競争関係を不当に阻害することのないようにすること、②特定社会
基盤役務の提供に当たって過度な負担を生じないよう対象は真に必要な範囲に限定することに配慮する。

基本指針における記載
特定重要設備・重要維持管理等に関する考え方

＜特定社会基盤事業の例＞
一般送配電事業、水道事業、第一種鉄道事業、銀行業 ※対象としない事業の例：小売電気事業、簡易水道事業、衛星基幹放送

＜特定社会基盤事業者の指定基準の例＞
給水人口（水道事業）、運航便数のシェア（航空運送事業）、５G開設計画の認定の有無（電気通信事業）

＜特定重要設備の例＞
需給制御システム（一般送配電事業）、浄水施設の監視制御システム（水道事業）、列車運行管理システム（鉄道事業）、
電気通信設備の制御機能を有する設備（電気通信事業）、預金・為替取引システム（銀行業）、取引認証設備（クレジットカード）
＜重要維持管理等の例＞
維持管理、操作
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対象とすべき事業の考え方は、「経済安全保障法制に関する提言」（2022年２月１日 経済安全保障法制に関する有識者会
議。以下「提言」という。）、特定妨害行為の防止による特定社会基盤役務の安定的な提供の確保に関する基本指
針（令和５年４月28日閣議決定。以下「基本指針」という。）を踏まえれば以下の通りと考えられる。

（参考）小林大臣国会答弁（令和4年4月26日）
これは先ほど申し上げたとおり、今回、安全保障と経済活動の自由、これを両立する形で予見可能性に配慮した制度設計を行っていくことが重要だと考えています。こ

れ、有識者会議からも、事業者の経済活動が過度に制限されることがないように、規制対象となる事業等について、国家国民の安全に与える影響に鑑み真に必要な
ものに限定すべきという提言をいただいたところです。
したがって、この規制対象となる事業、絞っております。具体的に申し上げると、国民の生存に必要不可欠で代替困難なものか、又は国民生活、経済活動が依存
する役務でその利用を欠けば広範囲あるいは大規模な混乱が生じ得るもの、こうしたもののうち、更に規制対象とすべき事業者や設備が具体的に想定されるもの
ということで限定をし、その外縁としてこの法律に規定した十四分野、記載したところでございます。
この委員から御指摘の将来的な対象分野の拡大の可能性につきましては、現時点で予断を持ってお答えすることは困難でございますが、今後の情勢の変化を見据え

て必要な取組について不断に検討を進めてまいりたいと考えます。

＜対象事業の考え方＞

対象は、役務の安定提供を行う事業。

ただし、役務の安定提供を行う事業であっても、次のものについては、例外的に掲げないこととしている。

①次のいずれにも該当しないことが明らかな事業

㋐国民の生存に不可欠なものであって、その代替が困難であるもの

㋑国民生活または経済活動が依存しており、その利用を欠くことにより、経済・社会秩序の平穏を損なう事態（広範囲
又は大規模な混乱等）が生じ得るもの

②特定重要設備が想定されない事業

③（当該事業の性格上、役務の提供範囲・規模が限定的であること等により）特定社会基盤事業者として指定される事業者が想定
されない事業

対象事業の追加にあたって考慮すべき考え方
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参考資料
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これまでの基幹インフラ制度の取組

政令の閣議決定８月１日
政令・省令の公布８月９日

４月28日 基本指針 閣議決定

政令（特定社会基盤事業等）
省令（特定社会基盤事業者の指定基準、特定重要設備）

法の施行（特定社会基盤事業等、特定社会基盤事業者の指定基準、特定重要設備）11月1日

5月17日 制度運用開始

※6か月間の経過措置期間（令和5年11月17日～令和6年5月16日）

対外周知・広報や技術的な解説の作成・公表を随時実施

法の施行（重要維持管理等、届出事項）、事業者の指定告示11月17日
特定社会基盤事業者の指定（計210者）11月16日

５月18日 経済安全保障推進法 公布

令和５年

令和４年 ２月１日 経済安全保障法制に関する提言

令和６年



対象事業の追加にあたって考慮すべき考え方 参考①

【参考１】経済安全保障法制に関する提言（2022年２月22日経済安全保障法制に関する有識者会議）（抄）
Ⅲ 基幹インフラの安全性・信頼性の確保
３ 新しい立法措置の基本的な枠組み
（１）制度の対象

② 対象とする事業
国民生活や経済活動の基盤となるインフラ事業の中でも、インフラ役務の安定的な提供に支障が生じた場合に、①国民の生存に支障をきたす事業で代

替可能性がないもの、又は②国民生活若しくは経済活動に広範囲又は大規模な混乱等が生じ得る事業を対象とするべきである※7。具体的な分野としてエ
ネルギー、水道、情報通信、金融、運輸、郵便が想定される。
※7 なお、これらに該当する場合であっても、対象とする事業者や設備が想定されない場合は、対象事業とはならない。

これらの分野においては具体的な事業の種類は細分化されており、その中には業法において役務の安定的な提供の確保を目的とする規制の対象とされている
事業もあれば、規制緩和の大きな流れの中で、同分野の他の事業と比べて軽い規制をかけ、事業者の自由な参入退出を許容している事業も存在している。今
回の制度の趣旨及び規制対象を限定する必要性に鑑みれば、役務の安定的な提供に支障が生じた場合に国家及び国民の安全が損なわれる事態が生じるお
それがある事業として、既に業法等において役務の安定的な提供の確保のための規制の対象とされている事業を規制対象とすべきであると考えられるが、各分野
における事業単位での実態を踏まえ、それぞれの分野の中で実際にどのような事業を対象とするか、個別に検討する必要がある。

③ 対象とする事業者
今回の制度の規制対象を必要最小限にする観点から、その事業者の提供する役務の安定的な提供に支障が生じた場合に国民生活又は経済活動に多大

な影響を及ぼす者に限り、規制の対象とする必要がある。

規制対象となる基幹インフラ事業を行う事業者の数、規模、地理的分散等の市場構造や設備の利用実態、役務の安定的な提供に支障が生じた場合に国
民生活又は経済活動に及ぼす影響の程度は、事業ごとに異なる。したがって、事業の実態に即し、事業者間の公平性や事業者にとっての予見可能性を確保し
つつ、必要な対象に限定して規制を課すためには、基幹インフラ事業の区分に応じ、事前に明確な基準を定めた上で、対象となる事業者の指定を行うべきである。

具体的な事業ごとの指定基準は、利用者の数や国内市場におけるシェア等の基幹インフラ事業を行う者としての事業規模や、地理的事情※８や事業の内容の
特殊性を含む基幹インフラ事業を行う者としての代替可能性を考慮することが考えられる。
※８ 特に、電気等の国民の生存にとって重要なインフラについては、一定地域において他の事業又は他の事業者による代替可能性があるか等の事情にも配慮
する必要がある。

また、中小規模の事業者については、役務の安定的な提供に支障が生じた場合に与える国民生活又は経済活動への影響が限定的である一方、規制への対
応が相対的に大きな負担となると考えられることから、規制の対象とするべきかについては慎重な検討が必要である
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対象事業の追加にあたって考慮すべき考え方 参考②

【参考２】特定妨害行為の防止による特定社会基盤役務の安定的な提供の確保に関する基本指針（令和５年４月28日閣議決定）（抄）
第１章 特定妨害行為の防止による特定社会基盤役務の安定的な提供の確保に関する基本的な方向
第２節 特定社会基盤事業
（１）特定社会基盤事業に関する考え方
国民生活及び経済活動は、電気、ガス、水道等を始めとした一定の役務をその基盤としている。法第50条第１項は、このような国民生活及び経済活動の基

盤となる役務であって、その安定的な提供に支障が生じた場合に国家及び国民の安全を損なう事態を生ずるおそれがあるものを特定社会基盤役務としている。
国民生活および経済活動の基盤となる役務であって、その安定的な提供に支障が生じた場合に国家及び国民の安全を損なう事態を生ずるおそれがあるものと

は、次のようなものがある。
① 国民生活又は経済活動が依存している役務であって、その利用を欠くことにより、広範囲又は大規模な社会的混乱を生ずるなどの経済・社会秩序の平穏を

損なう事態が生じ得るもの
国民生活又は経済活動が依存している役務とは、国民生活や経済活動の維持に不可欠である役務等を指す。このような役務の安定的な提供に支障が生

じた場合には、その態様及び程度によっては、広範囲又は大規模な社会的混乱を生ずるなどの経済・社会秩序の平穏を損なう事態が生じ、国家及び国民の
安全を損なう事態を生ずるおそれがある。

② 国民の生存に不可欠な役務であって、その代替が困難であるもの
広範囲又は大規模な社会的混乱を生じないものであっても、国民の生存に不可欠な役務であって、その代替が困難であるものの安定的な提供に支障が生

じた場合には、国家及び国民の安全を損なう事態を生ずるおそれがある。
特定社会基盤事業は、法第50条第１項各号に掲げる事業の中からこのような特定社会基盤役務の提供を行うものを政令で定めることとなる。
また、特定社会基盤事業は、本制度の規制の対象となる特定社会基盤事業者を指定する範囲を定めるものであり、その範囲は安全保障の確保のために真に

必要な範囲に限定される必要がある。法第50条第１項各号に掲げる事業は、それぞれの事業を規律する法律の規定に従い、事業分類や要件の付加などによ
り細分化して定めることが可能であるものがあり、こうした事業については、細分化された事業ごとに特定社会基盤事業とする必要性を考慮することとする。

（２）特定社会基盤事業の見直しに関する考え方
安定的な提供に支障が生じた場合に国家及び国民の安全を損なう事態を生ずるおそれがある事業は、技術の進展や社会経済構造の変化等により変わり得

るものである。そのため、特定社会基盤事業には、これらの変化等を踏まえた見直しを行うこととする。
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